
１　制度の概要

２　集計結果

合計 満点 全国平均 横浜市

612 411 575

Ⅰ   ＰＤＣＡサイクルの活用による保険者機能の強化に向けた体制等の構築

満点 全国平均 横浜市

82 58 80

Ⅱ   自立支援、重度化防止等に資する施策の推進

満点 全国平均 横浜市

（１）地域密着型サービス 40 19.2 40

（２）介護支援専門員・介護サービス事業所 20 12.6 20

（３）地域包括支援センター 150 104.4 130

（４）在宅医療・介護連携 70 49.8 70

（５）認知症総合支援 40 30.7 40

（６）介護予防/日常生活支援 80 53 70

（７）生活支援体制の整備 40 31 40

（８）要介護状態の維持改善の状況等 20 12.6 20

合計 460 313.2 430

Ⅲ   介護保険運営の安定化に資する施策の推進

満点 全国平均 横浜市

（１）介護給付の適正化 60 34.2 55

（２）介護人材の確保 10 5.7 10

合計 70 39.9 65

保険者機能強化推進交付金（市町村分）に係る評価指標の該当状況結果について

 保険者機能強化推進交付金は、平成29年6月に公布された地域包括ケアシステムの強化のための介護

保険法等の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 52 号）より制度化されました。 

 保険者機能の強化に向けて、高齢者の自立支援・重度化防止等に関する市町村の取組や、こうした市町

村の取組を支援する都道府県の取組を推進するため、市町村及び都道府県の様々な取組の達成状況に

関する指標を設定した上で、交付金を交付するものです。 

・平成30年度の国の予算額：200億円（うち市町村分約190億円）

・横浜市交付決定額：約6億1千万円 
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